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Ⅰ 予算案の全体像 

【令和８（2026）年度当初予算案】 

令和８（2026）年度の一般会計の予算規模は、前年度比１３８億４，０００万

円、５．４％増の２，７０６億４，０００万円となり、過去最大となりました。 

予算案では、第３次総合計画基本構想で示す将来都市像「人も まちも 輝く 

笑顔あふれる 船橋」の実現を目指し、安心して子供を産み育てることのできる

環境の整備や、児童・生徒への多様な支援体制の整備、教育環境の充実、自然災

害等への対策、都市基盤の整備など、社会情勢の変化や生じている課題に対応す

るために、今取り組むべき施策を中心に予算を計上しました。 

また、令和７（2025）年に重点事業候補(※)に選定した事業に係る経費や、令

和８（2026）年７月に開設する児童相談所の運営費、自治体ＤＸの推進に係る経

費などの予算を計上するとともに、物価や労務単価の上昇を適切に反映した予

算としました。 

 

※ 重点事業候補とは、第３次船橋市総合計画基本構想に掲げる「めざすまちの姿」の実現や、社

会経済情勢の変化による新たな課題に的確に対応するため、予算編成開始前において選定した新

規・拡大事業。 

予算規模                             （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和７年度 増減額 増減率 

一般会計 270,640,000 256,800,000 13,840,000 5.4％ 

 

 

 

特  

別  

会  

計 

国民健康保険 51,134,000 50,622,000 512,000 1.0％ 

公共用地先行取得 1,521,000 478,000 1,043,000 218.2％ 

船橋駅南口市街地

再開発 
698,000 691,000 7,000 1.0％ 

介護保険 57,134,000 54,269,000 2,865,000 5.3％ 

母子父子寡婦福祉

資金貸付 
72,000 117,000 △45,000 △38.5％ 

後期高齢者医療 11,861,000 10,271,000 1,590,000 15.5％ 

計 122,420,000 116,448,000 5,972,000 5.1％ 

企 

業

会

計 

地方卸売市場 1,466,000 1,348,000 118,000 8.8％ 

病院 23,842,000 23,801,000 41,000 0.2％ 

下水道 41,255,817 39,760,601 1,495,216 3.8％ 

計 66,563,817 64,909,601 1,654,216 2.5％ 

特別会計・企業会計 188,983,817 181,357,601 7,626,216 4.2％ 

合計 459,623,817 438,157,601 21,466,216 4.9％ 
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【一般会計 歳入】 

歳入の４割を占める市税については、個人市民税の納税義務者数増加や固定

資産税の家屋新築等を見込み、前年度比３４億４，２６０万円増の１，１７１

億５，５５０万円を計上しています。 

また、令和８（2026）年度から県の補助金を活用して小学校の給食無償化を

実施することに伴い、県支出金が増加する一方、諸収入（保護者から徴収する

給食費）が減少しています。 

市債については、学校の校舎建替えや消防局庁舎の建設などのため、前年度

比３２億７，４４０万円、１９．２％増の２０３億４，０６０万円を計上して

います。 

歳入予算額対前年度比較                  （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和７年度 増減額 増減率 

市税 117,155,500 113,712,900 3,442,600 3.0％ 

地方譲与税 967,500 982,900 △15,400 △1.6％ 

利子割交付金 498,200 100,100 398,100 397.7％ 

配当割交付金 1,225,500 815,000 410,500 50.4％ 

株式等譲渡所得割交付金 1,146,400 967,400 179,000 18.5％ 

地方消費税交付金 17,799,600 16,981,200 818,400 4.8％ 

ゴルフ場利用税交付金 3,300 3,100 200 6.5％ 

法人事業税交付金 1,306,400 1,273,600 32,800 2.6％ 

自動車取得税交付金 100 100 0 0.0％ 

環境性能割交付金 200 239,700 △239,500 △99.9％ 

国有提供施設等 

所在市助成交付金 
200,000 200,000 0 0.0％ 

地方特例交付金 805,900 1,063,100 △257,200 △24.2％ 

地方交付税 12,328,600 8,782,800 3,545,800 40.4％ 

交通安全対策特別交付金 45,700 53,600 △7,900 △14.7％ 

分担金及び負担金 1,363,400 1,292,900 70,500 5.5％ 

使用料及び手数料 4,647,400 4,703,500 △56,100 △1.2％ 

国庫支出金 51,917,300 51,957,000 △39,700 △0.1％ 

県支出金 19,143,500 17,047,700 2,095,800 12.3％ 

財産収入 777,600 729,800 47,800 6.5％ 

寄附金 2,058,300 1,694,300 364,000 21.5％ 

繰入金 8,910,100 7,293,600 1,616,500 22.2％ 

繰越金 300,000 300,000 0 0.0％ 

諸収入 7,698,900 9,539,500 △1,840,600 △19.3％ 

市債 20,340,600 17,066,200 3,274,400 19.2％ 

合計 270,640,000 256,800,000 13,840,000 5.4％ 
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【主な一般財源】 

市が使い道を自由に決められる一般財源の総額は１，６７４億２，０６９万円

となり、前年度比８５億１，２８７万円、５．４％の増となりました。 

一定の行政サービスを提供できるよう地方公共団体の財源を保障するために

交付される普通交付税については、令和７（2025）年度の本市の交付基準額や国

が作成する令和８（2026）年度地方財政対策における地方交付税の増加などを考

慮し、前年度比１６億７，０００万円増の１００億円を計上しています。 

財源調整基金繰入金については、資材価格・労務単価の高騰などに対応しつつ、

今取り組むべき施策を予算化したことなどにより、前年度比２億円増の６５億

円を計上しています。 

 

主な一般財源                            （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和７年度 増減額 増減率 

市税 117,155,500 113,712,900 3,442,600 3.0％ 

 うち個人市民税 52,319,000 51,116,400 1,202,600 2.4％ 

 うち法人市民税 5,835,100 5,228,900 606,200 11.6％ 

 うち固定資産税 43,064,400 41,677,700 1,386,700 3.3％ 

 うち都市計画税 8,967,200 8,728,100 239,100 2.7％ 

地方消費税交付金 17,799,600 16,981,200 818,400 4.8％ 

普通交付税 10,000,000 8,330,000 1,670,000 20.0％ 

臨時財政対策債 0 0 0 － 

財源調整基金繰入金 6,500,000 6,300,000 200,000 3.2％ 

その他 15,965,585 13,583,719 2,381,866 17.5％ 

一般財源 167,420,685 158,907,819 8,512,866 5.4％ 

 

※ 一般財源と特定財源 

一般財源とは、市が受け取る時点で使い道があらかじめ決まっていない収入です。 

特定財源とは、学校、道路の建設事業に使うために国から交付される補助金や、施設の改修や

建て替えなどに使うための国や銀行から借りる市債などの収入です。 

※ 臨時財政対策債とは、普通交付税で賄えない地方の財源不足を補うために発行する市債ですが、

令和 7（2025）年度以降は国の新規発行額がゼロとなっていることから、予算計上していません。

なお、この市債の償還に係る元金と利子については、将来の基準財政需要額に算入されることに

なります。 
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【一般会計 歳出（目的別）】 

一般会計の歳出を、経費の目的別にみると、民生費は、児童相談所の開設によ

る新たな業務の開始、障害児・者への給付や保育所等への運営費の増加などによ

り、前年度比５５億５，４４０万円増の１，２９８億３，１６０万円で、一般会

計全体の４８．０％（令和７（2025）年度の構成比は４８．４％）を占めていま

す。 

教育費は、海神中学校及び宮本中学校の校舎建替事業や公民館の大規模改修

工事などにより、前年度比４３億５，０４０万円、１４．２％増となりました。 

衛生費は、病院事業会計への負担金や個別予防接種費の増加などにより、前年

度比２３億７，１４０万円、１２．８％増となりました。 

総務費は、定額減税補足給付金給付事業の終了や、戸籍業務・税関連業務など

について、国が示す標準仕様書に準拠したシステムに移行するための経費の減

少などにより、前年度比２１億８，７１０万円、９．６％減となりました。 

 

歳出予算額対前年度比較（目的別）             （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和７年度 増減額 増減率 

議会費 996,500 1,030,900 △34,400 △3.3％ 

総務費 20,671,700 22,858,800 △2,187,100 △9.6％ 

民生費 129,831,600 124,277,200 5,554,400 4.5％ 

衛生費 20,923,800 18,552,400 2,371,400 12.8％ 

労働費 227,900 199,500 28,400 14.2％ 

農林水産業費 609,500 524,200 85,300 16.3％ 

商工費 4,285,400 4,426,900 △141,500 △3.2％ 

土木費 26,465,400 26,672,500 △207,100 △0.8％ 

消防費 9,318,400 7,359,800 1,958,600 26.6％ 

教育費 35,007,400 30,657,000 4,350,400 14.2％ 

公債費 22,002,400 19,940,800 2,061,600 10.3％ 

予備費 300,000 300,000 0 0.0％ 

合計 270,640,000 256,800,000 13,840,000 5.4％ 
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【一般会計 歳出（性質別）】 

歳出を経費の性質別にみると、職員給料などの人件費、医療の給付費や生活保

護など福祉に係る経費である扶助費、そして市の借金である市債を返済する公

債費の３つの経費（義務的経費）が、全体の５５．３％を占めています。 

扶助費は、障害児・者への給付や保育所等の運営費の増加などにより、前年度

比４０億９，４３１万円、５．３％の増となりました。 

普通建設事業費は、中学校の校舎建替事業や公民館の大規模改修工事など、計

画的な公共施設の改修に取り組むため、前年度比１２億９，４８１万円、５．１％

の増となりました。 

物件費は、個別予防接種費の増加や、児童相談所の開設に係る施設管理経費な

どにより、前年度比１７億７，４４３万円、４．１％の増となりました。 

 

歳出予算額対前年度比較（性質別）             （単位：千円） 

区分 令和８年度 令和７年度 増減額 増減率 

人件費 46,971,385 43,899,987 3,071,398 7.0％ 

扶助費 80,631,129 76,536,822 4,094,307 5.3％ 

公債費 22,006,600 19,944,052 2,062,548 10.3％ 

普通建設事業費 26,588,384 25,293,573 1,294,811 5.1％ 

 補助事業 5,949,309 7,924,885 △1,975,576 △24.9％ 

 単独事業 20,639,075 17,368,688 3,270,387 18.8％ 

物件費 44,640,640 42,866,208 1,774,432 4.1％ 

維持補修費 1,645,464 1,618,477 26,987 1.7％ 

補助費等 20,450,005 19,016,990 1,433,015 7.5％ 

積立金 572,466 924,128 △351,662 △38.1％ 

投資及び出資金 1,345,450 1,424,805 △79,355 △5.6％ 

貸付金 2,665,252 2,884,594 △219,342 △7.6％ 

繰出金 22,823,225 22,090,364 732,861 3.3％ 

予備費 300,000 300,000 0 0.0％ 

合計 270,640,000 256,800,000 13,840,000 5.4％ 
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Ⅱ 事業の概要 

 

(１)「めざすまちの姿」とは 

第３次総合計画基本構想の将来都市像の実現のために、本市の強みを伸ばし、

課題を克服するためのまちづくりの基本的な方向性として５つの「めざすまち

の姿」を掲げ、各分野横断的な目標とするものです。 

 

 

 

 

(２)令和８(2026)年度における主要事業 

次頁以降に、令和８(2026)年度における主要事業について、５つの「めざすま

ちの姿」ごとに示すとともに、自治体ＤＸに向けた取り組みについても掲載して

います。 

 

※予算額は、千円未満を切り上げています。 

※頁は、「予算参考資料」の関連する主な事業費の頁を表しています。 

※ここで紹介する事業には、複数の事業の組み合わせや、事業の一部で構成され 

ているものもあるため、予算額や事業名が「予算参考資料」とは必ずしも一致 

しません。 
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 価高騰対策事業 

 

窓口支援システムの導入 新規 

デジタル行政推進課（１１６，５２６千円）５２頁 

市民の利便性向上と職員の負担軽減に資する「書かない、行かない、途切れ

ない」窓口を本庁舎において実現するため、窓口支援システムを導入します。 

 

ホームページ作成システムの更新 拡大 

広報課・デジタル行政推進課（３，３００千円）５３頁 

デザインの更新及び検索機能の強化、スマートフォンからの操作性向上等に

より、誰もが見やすく使いやすいホームページを構築します。 

 

災害情報共有システムの導入 新規 

危機管理課・デジタル行政推進課（３，５２０千円）５３頁 

災害対策本部における情報共有や意思決定を迅速かつ適切に実施するとと

もに市民へも迅速に情報提供するため、災害情報共有システムを導入します。 

 

消防団アプリの導入 新規 

デジタル行政推進課・消防局警防課（５９４千円）５３頁 

 災害出動時及び大規模災害時の消防団員への連絡時間の短縮、活動報告等の

事務負担削減のため、消防団アプリを導入します。 

 

特別教室への電子黒板の導入 拡大 

教育総務課（１４０，０９１千円）２８６頁 

 市立小・中学校の教育の充実を図るため、普通教室に加え、理科室、音楽室

にも電子黒板を導入します。 

 

スクールバス位置情報アプリの導入 新規 

総合教育センター（７７４千円）３０３頁 

 市内全域を運行する特別支援学校の 11 台のスクールバスについて、スクー

ルバス位置情報アプリを導入することで、遅延等が発生した際にバス停で長時

間バスを待つ負担を軽減します。 

 

 

 

 

 

自治体ＤＸに向けた取り組み 
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サポートルーム入退室管理システムの導入 新規 

デジタル行政推進課・教育総務課・総合教育センター 

（３４４千円）５３頁 

児童生徒の安全確保、受付事務の負担軽減を図るため、サポートルームに入

退室管理システムを導入します。 

 

アーティストバンクサイトの構築 新規 

デジタル行政推進課・文化課（７，０３４千円）５３頁 

本市にゆかりのある文化芸術活動を行う団体や個人（アーティスト）とその

発表の場（スポット）を、一覧で誰もが容易に検索することができるホームペ

ージを構築します。 

自治体ＤＸに向けた取り組み 
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①一人一人が自分らしく輝くまち  

 

市民活動の輪は、地域や学校、産業、文化、スポーツなど様々な分野で広がり

を見せており、市民の活躍がまちの活性化や発展につながっています。 

様々な活動や交流の輪の中で、市民一人一人が持つ経験や能力を最大限に発

揮するためには、年齢や性別、障害の有無、国籍などに関わらず、お互いの個性

や価値観を理解し、尊重し合うことが何よりも大切です。  

市民が生涯にわたって、ライフステージに応じた生き方や学び方、働き方を選

択することができる環境づくりを推進するとともに、人権や多様性を尊重する

意識の醸成を図り、「一人一人が自分らしく輝くまち」を目指します。 

 

校内教育支援センター運営事業 拡大  

指導課（１０７，９３６千円）２９８頁 

 県からの加配教員が未配置の中学校にピアサポーターを配置し、校内教育支

援センターにおいて、生徒への学習支援や交流等を行います。 

 また、全市立小学校及び特別支援学校小学部・中学部にスクールアシスタン

トを配置し、個々の事情により、学級での集団活動が難しい児童生徒を校内教

育支援センターで見守り、担任教員の業務を補助します。  

 令和８（2026）年度は、ピアサポーター及びスクールアシスタントの１日あ

たりの配置時間を拡大します。 

 

スクールソーシャルワーカー配置事業 拡大  

総合教育センター（９８，９７４千円）３０２頁 

児童生徒の複雑かつ多様な課題に対応できるよう、社会福祉の専門的な知

識、技術を持つスクールソーシャルワーカーを拠点校から要請のあった学校へ

派遣し、家庭、学校、地域の関係機関と連携して、適切な支援につなげていき

ます。 

 令和８（2026）年度は、派遣申請・対応総件数の多い２中学校区の配置を、

週１日から週２日に拡大します。これにより、12 中学校区が週２日の配置と

なります。 

 

スクールカウンセラー配置事業 拡大  

指導課（９６，３９６千円）２９８頁 

 いじめや不登校等、児童生徒に係る相談等の充実に向け、全市立小学校及び

特別支援学校、市立船橋高等学校にスクールカウンセラーを配置しています。 

 令和８（2026）年度は、新たに 11 校の中学校にスクールカウンセラーを市

独自に配置します。 
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スクールロイヤー活用事業 

指導課（２，９１５千円）２９７頁 

 弁護士資格を有するスクールロイヤーを活用し、困難な事案を解決する体制

を整備します。 

 

特別支援学級・通級指導教室の整備 拡大  

総合教育センター（４，５５０千円）３０１頁 

特別支援学級の児童生徒の増加に対応するため、令和８（2026）年度から新

たに高根・法典・七林・三山東・高郷小学校及び船橋・三山中学校に自閉症・

情緒障害の特別支援学級を設置します。 

 

支援員配置事業 拡大  

総合教育センター（７１４，５３７千円）３０２頁 

障害のある子供が一人一人の障害の状態に応じ、適切な教育的支援を受けら

れるよう配置している支援員について、18 名増員し、174 名の支援員を配置し

ます。 

 

小・中・特別支援学校給食事業 拡大 

保健体育課（４５５，４９９千円）３００頁 

市立小学校及び特別支援学校小学部は、国の学校給食費の抜本的な負担軽減

を踏まえ、本市の公費負担とあわせて無償とします。また、市立中学校及び特

別支援学校中学部・高等部の学校給食については、食材料費のさらなる高騰に

対応するため、本市の公費負担を引き上げ、引き続き質の高い給食を維持しま

す。 

 

学用品の費用負担事業 拡大 

学務課（４１，２５３千円）２９６頁 

保護者の経済的負担軽減を図るため、学用品の公費負担を拡大します。 

 

朝の子供居場所づくり事業  

教育総務課（１３，７７８千円）２８７頁 

いわゆる「小 1の壁」が全国的な課題となっていることを受け、保護者の出

勤時刻等の理由で、子供だけで過ごす時間ができてしまう児童に対し、学校内

で子供たちが安心して過ごすことができる朝の居場所づくりを推進します。 
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文化芸術鑑賞教室事業   

指導課（４４，１３８千円）２９７頁 

全ての児童生徒が、質の高い文化芸術を鑑賞・体験できるよう、市立小・中・

特別支援学校に対して文化芸術鑑賞教室を開催する費用を助成します。 

令和８（2026）年度は、伝統文化体験活動として、学校における華道体験を

試行します。 

 

部活動外部指導者派遣事業 拡大 

保健体育課（９，９９０千円）２９９頁 

教職員の負担を軽減するとともに、部活動指導の充実を図るため、運動部

活動外部指導者の派遣回数を年間 42 回から年間 47 回に拡大します。 

 

学校校舎等建替・増築事業  

施設課（３，０３５，５５５千円）２８９・２９０頁 

海神・宮本・御滝中学校の校舎等の建て替えに引き続き取り組みます。また、

薬円台小学校については、建て替え及び近隣の小学校も共同利用する拠点プー

ル整備のための基本設計を実施します。 

 

多様な児童・生徒のための教育環境整備事業 拡大 

施設課（１８５，２０８千円）２８８・２９０頁 

各中学校の状況を踏まえ、車いす利用者や LGBT など多様な生徒が利用でき

る多目的トイレを整備します。また、海神南・薬円台南小学校及び行田中学校

でエレベーターの新設工事を行うとともに、船橋・海神中学校にも新設するた

めの設計を行います。 

 

給食室への空調設備設置事業 拡大 

保健体育課（１８，１１８千円）２９９頁 

空調設備が未設置の市立小・中・特別支援学校の給食室について、令和８

（2026）年度は小学校４校、中学校２校の給食室への設置を進めます。 

 

国家公務員宿舎跡地活用事業 拡大 

施設課（４４，１３２千円）２９０・２９２頁 

市立船橋高等学校（８６２，３８３千円）３０４頁 

学校用地として取得した国家公務員宿舎船橋行田住宅跡地は行田中学校及

び市立船橋高等学校のグラウンドとして整備します。 
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中央公民館・市民文化ホール整備事業  

中央公民館（５０３，４７８千円）３１４頁 

市民文化ホール（３９６，２９６千円）３２１頁 

老朽化した中央公民館及び市民文化ホールの大規模改修工事を引き続き実

施します。 

 

一宮少年自然の家整備事業 拡大 

青少年課（７６，５８２千円）３１１頁 

夏季の熱中症対策として、一宮少年自然の家の体育館に空調設備を設置する

ための設計を行います。また、工作棟に空調設備の設置工事を行います。 

 

文化芸術活動支援補助事業 新規 

文化課（４，６３０千円）３０９頁 

 本市の文化芸術の振興及び発展に寄与すると認められる団体又は個人の自

主的な文化芸術活動を支援することで、市民が主体的に文化芸術に親しみ、活

動する環境がより充実することが見込まれるため、新たな補助金を創設しま

す。 

 

埋蔵文化財調査研究センター整備事業  

文化課（２８２，３４１千円）３０９頁 

市内各所で分散収蔵している出土文化財を集約化するとともに、執務環境を

整え業務の効率化や調査研究の進捗を図るため、旧金杉台中学校の校舎を埋蔵

文化財調査研究センターとして活用します。 

引き続き、旧金杉台中学校校舎の移転改修工事を行い、令和８（2026）年度

中に供用を開始します。 

 

姉妹都市等交流・記念事業 拡大 

国際交流課（１４，８９２千円）４２頁 

令和８（2026）年は、ヘイワード市姉妹都市提携 40 周年であることから記

念事業を行います。また、青少年健全育成基金を活用して、高校生をヘイワー

ド市へ派遣する費用を助成します。 
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外国人住民の実態調査 新規 

国際交流課（５，６００千円）４３頁 

 外国人住民の生活状況や行政サービスに関するニーズや意見を把握するた

めの実態調査を実施します。 

 

平和都市宣言事業 拡大 

総務法制課（５，３７８千円）５０頁 

昭和 61（1986）年に行った本市の平和都市宣言は、令和８（2026）年に 40

周年を迎えることから、例年、広島市・長崎市へ交互に学生等を派遣している

平和派遣事業を拡大して両市へ派遣します。また、ふなばしアンデルセン公園

に立つ岡本太郎制作の「平和を呼ぶ」像の付近に平和都市宣言や像制作の経緯

などを記載した説明板を設置し、本市の平和意識の象徴であることを周知しま

す。 

 

成人式運営事業 拡大 

社会教育課（４３，１１０千円）３０８頁 

 「国民の祝日に関する法律」に基づき実施している成人式について、これま

では中学校区により２部制で開催していましたが、全ての参加者が一堂に会す

ることができるよう、LaLa arena TOKYO-BAY で開催します。 
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生き生きとした心豊かな生活を送るためには、市民一人一人が健康であるこ

とが何よりも大切です。そして、安心できる暮らしには、子供から高齢者まで支

えが必要なときに、誰もがその状況に合った適切なサービスや支援を受けられ

ることが欠かせません。 

安心して子供を産み育てることができる環境の整備や、生涯にわたる健康づ

くりのサポート、高齢者や障害のある人、複雑化・複合化した課題を抱える人な

どに寄り添った包括的な支援の充実などに取り組みながら、身近な地域で市民

同士がお互いに支えあう地域づくりを推進し、「住み慣れた地域で、健康で安心

して暮らせるまち」を目指します。 

 

児童相談所運営事業 新規 

 児童相談所開設準備課（１６５，７１６千円）１４８頁 

 船橋の全ての子供の安全で安心な生活を守り、健やかな成長と発達を切れ目

なく支援する拠点として、令和８（2026）年７月に児童相談所を開設します。 

また、これまで家庭児童相談室や子育て世代包括支援センターが担ってきた

児童福祉や母子保健機能に加え、ヤングケアラー相談などを含め、一体的に妊

産婦、子育て家庭や子供への相談支援を行う「こども家庭センター」を令和８

（2026）年４月に開設し、児童相談所との連携により、児童虐待の発生予防体

制を強化します。 

 

乳児等通園支援事業 拡大 

保育入園課（８，５３９千円）１５５頁 

保育運営課（７，１４９千円）１５７頁 

 全ての子供の育ちを応援し、子供の良質な成育環境を整備する乳児等通園支

援事業（こども誰でも通園制度）について、開設済みの浜町保育園に加え、私

立保育所等でも実施できるよう体制の充実を図ります。 

 

保育所等の整備の促進  

保育運営課（３６６，６６０千円）１５６・１５８頁 

 待機児童が多く保育需要が見込まれる地域に保育所等の整備を促進するた

め、認可保育所及び小規模保育事業所の整備に必要な整備費の一部を助成し、

保育の充実を図ります。 

 

 

 

 



16 

②住み慣れた地域で、健康で安心して暮らせるまち 

 

 

  

 

「ふなばし手当」の増額  

保育入園課（１，５３９，４５８千円）１５３頁 

 市内の私立保育所等で働く保育士等の処遇向上のための補助金である「ふな

ばし手当」について、支給額を増やします。 

 

翻訳機器の導入支援事業 新規 

保育入園課（４，３６８千円）１５３頁 

市内の私立保育所等において外国人世帯の利用者が増加していることから、

保護者との円滑な意思疎通を図るとともに、保育士の業務負担軽減を図ること

を目的として、翻訳のための機器導入費用の一部を助成します。 

 

放課後ルーム整備事業 

地域子育て支援課（３４，９７９千円）１６１頁 

待機児童対策として、宮本第４放課後ルームを新設するとともに、塚田放課

後ルーム増設に着手します。 

 

こどもの居場所づくり事業 拡大 

地域子育て支援課（８，６３９千円）１５９頁 

児童ホームの閉館後、17 時から 19 時の時間帯を活用し、こどもの居場所づ

くり事業を実施します。令和８（2026）年度は、５施設から７施設に拡大して

実施します。 

 

不登校支援事業 新規 

こども家庭支援課（１８，０５５千円）１４４頁 

 教育委員会が実施する不登校支援の取り組みに加え、子供や家庭の支援の視

点から学校内外の機関等とつながりを持てずにいる不登校の子供・保護者の悩

みやニーズに対応するため、高根台児童ホーム２階の一部を改修し、子供の居

場所の提供及び相談業務等を実施します。 

 

プレーパーク事業 新規 

地域子育て支援課（９３２千円）１５９頁 

屋外における遊びを通して、子供の自主性及び創造性を育むため、市民団体

等が実施するプレーパーク活動等の費用を新たに助成します。 
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子どもの進路選択支援事業 新規 

生活支援課（７，０３０千円）７６頁 

 生活保護世帯の子供や保護者に対し、学習・生活環境の改善、進路選択、奨

学金の活用等に関する相談・助言を行うため、専門性を有する支援員を配置し

ます。 

 

医療的ケア児在宅レスパイト（家族の休息）事業 新規 

保健総務課（６，５３１千円）１２８頁 

療育支援課（１，３８５千円）１６２頁 

在宅の医療的ケア児の看護や介護を行う家族の休息時間の確保を図るため、

本市と本事業に係る協定を締結した訪問看護事業者による訪問看護のうち、医

療保険の適用を超える自宅利用や、医療保険の適用外となる自宅外での訪問看

護を利用した場合に発生する費用を助成します。 

 

医療的ケア児通所支援受入促進事業 新規 

療育支援課（８，９９４千円）１６３頁 

児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の受け入れ拡大を図

るため、医療的ケア児を受け入れるために要した看護師配置及び訪問看護師派

遣にかかる費用の一部を助成します。 

 

５歳児健康診査 新規 

地域保健課（４，２９８千円）１０４頁 

 発達特性等の早期発見・早期支援につなげるとともに、生活習慣、その他育

児に関する指導を行い、幼児の健康の保持及び増進を図るため、５歳児健康診

査を実施します。 

 

こども発達相談センター運営事業 拡大 

療育支援課（１４，３８５千円）１６６頁 

こども発達相談センターにおいて、心理発達相談員等が来所相談や電話相談

により就学前の子供の発達に関する相談に応じ、子供を適切な支援につなげ、

保護者等を支援します。幼稚園や保育所等へ巡回相談を行うことで、地域の支

援者をサポートします。 

 令和８（2026）年度は、相談体制の充実を図るため、共用倉庫の相談室への

改修及び事務スペースを修繕・拡張します。 
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ふなばし健康ポイント事業 拡大 

地域保健課（１０，１５３千円）１１２頁 

 健康に関心のある人だけでなく、健康に無関心な人や運動習慣のない人も健

康づくりに取り組む動機づけとなるよう、健康に関する行動（ウォーキング、

教室参加、健診受診など）によりポイントが獲得でき、貯めたポイントに応じ

て様々な特典が得られる健康ポイント事業を実施します。 

 令和８（2026）年度は、景品のランクを追加し、景品単価の最高額を引き上

げるとともに、景品を全員に配付します。 

 

AED 設置事業 拡大 

健康政策課（１８，２８９千円）１００頁 

 いち早く AED を使用し救命活動を行うことができるよう、本市の公共施設、

市内の 24 時間営業のコンビニエンスストア、私立認可保育所、幼稚園、認定

こども園に AED を設置します。 

 令和８（2026）年度は、新たに運動施設がある広場及び公園７か所に屋外設

置用 AED 収納 BOX を設置します。 

 

がん検診事業 

健康づくり課（１，０４４，５２２千円）１２０頁 

 がんの早期発見の推進を図ることにより、がんの死亡率を減少させるため、

各種がん検診を実施します。 

 令和８（2026）年度は、申し込みをしたことがある方へのみ受診券を発送し

ている胃がん検診について、50 歳・60 歳に対しては申し込みの有無に関わら

ず発送し、受診率向上を図ります。 

 

人間ドック費用助成事業 拡大 

健康づくり課（１０６，７５３千円）１１５・３３７頁 

 特定健診・後期高齢者健診の受診機会拡充のため、人間ドック費用助成事業

を実施します。 

令和８（2026）年度は、国民健康保険被保険者、後期高齢者医療制度加入者

の保健事業充実のため、助成上限額を引き上げます。 
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個別予防接種事業 拡大 

健康づくり課（２，４５６，０７０千円）１１７頁 

 令和８（2026）年度から、妊娠 28 週～36 週の妊婦を対象とした RS ウイル

ス母子免疫ワクチンの定期予防接種を実施します。 

 また、65 歳以上の方を対象に実施している高齢者インフルエンザ定期予防

接種において、75 歳以上の方は、従来の標準量ワクチンに加えて、標準量の

４倍の抗原を含む高用量ワクチンを選択できるようにします。なお、市独自に、

接種期間中に 75 歳を迎える方は、満年齢到達前であっても高用量ワクチンを

選択可能とします。 

 

障害者（児）総合相談支援事業 新規 

障害福祉課（１２１，７４９千円）７４頁 

障害者等の福祉に関する様々な問題について、障害者等からの相談に応じ、

必要な情報の提供及び助言、障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行

います。 

 令和８（2026）年度は、グループホーム利用（希望）者や事業者からのグル

ープホームに関するさまざまな相談に応じ、支援等を行うグループホーム支援

ワーカーを基幹相談支援センターに配置します。 

 

障害者日常生活用具給付事業 拡大 

障害福祉課（２０７，６２１千円）７５頁 

 在宅で生活する障害者等の日常生活の向上を図るため、日常生活用具の購入

に要する費用を支給します。 

令和８（2026）年度は、紙おむつ等について対象の拡大を行います。 

 

介護人材確保対策事業 拡大 

介護保険課（２８，８３０千円）９３頁 

 介護人材確保のため、介護支援専門員の資格の更新に係る費用を新たに助成

します。 

 

介護事業所生産性向上支援事業 新規 

介護保険課（２，０２４千円）９２頁 

ケアプランデータ連携システムの普及や、ICT の活用促進など事業所の生産

性向上を支援します。 
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②住み慣れた地域で、健康で安心して暮らせるまち 

  

 

がん患者等アピアランスケア費用助成事業 拡大 

健康づくり課（１０，９１０千円）１１６頁 

がん患者の精神的・経済的な負担を軽減するウィッグ及び胸部補整具の購入

費の助成について、新たにがん以外の疾病の患者も対象とするとともに、人工

乳房、鼻、耳などのエピテーゼの購入費助成を開始します。また、助成対象費

用のうちウィッグ購入費については、18 歳までは年度ごとに１回までの申請

を可能とします。 
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③活力と魅力にあふれ、進化し続けるまち 

 

 

 

 

住む人や働く人、訪れる人など、人が集まるまちには活力が生まれ、その活力

がまちの魅力を高め、さらに人を集めるという好循環を生み出します。 

本市に関わる人が長い歴史の中で培ってきた伝統や文化、スポーツ、産業のほ

か、本市の自然環境など、様々な分野において、人を惹きつける魅力的な地域資

源を有しています。 

このような多彩な地域資源を活かしながら、新たな賑わいや価値を創出する

まちづくりに取り組み、将来にわたって、市民に愛され、市外からも多くの人が

集まる「活力と魅力にあふれ、進化し続けるまち」を目指します。 

 

「ふなばしメディカルタウン構想」に基づく海老川上流地区のまちづくり  

都市政策課（２，２１０，２７８千円）２００・２０２頁 

 「ふなばしメディカルタウン構想」の実現を目指している海老川上流地区の

まちづくりについて、引き続き土地区画整理事業の支援を行うとともに、東葉

高速鉄道株式会社が実施する新たな駅施設の整備等に要する費用を負担しま

す。 

 

二和東５丁目市有地活用事業 

二宮出張所（９４４千円）６３頁 

公園緑地課（２７３，３８９千円）２１６頁 

道路建設課（１８１，０５３千円）２３７頁 

北部公民館（９，５７０千円）３１７頁 

西図書館（５１，８９０千円）３２０頁 

二和東５丁目市有地において、都市機能の充実を図るため、旧国家公務員宿

舎の解体工事、道路工事、公園の基本・実施設計、北図書館駐車場及び駐輪場

移設工事等を行います。 

 

船橋駅周辺まちづくり構想策定事業 新規 

都市政策課（２０，８６７千円）２０１頁 

 船橋駅周辺において計画的なまちづくりを推進するため、駅周辺にどのよう

な機能が必要なのかを検討し、目指すべき将来像やその実現に向けたまちづく

りの方針、取組のイメージなどを示すまちづくり構想を令和９（2027）年度に

かけて策定します。 

 令和８（2026）年度は、現況調査や課題の整理・分析等を行います。 
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③活力と魅力にあふれ、進化し続けるまち 

 

 

 

市街化調整区域土地利用方針検討調査  新規 

都市計画課（６，２３７千円）２０３頁 

市域全体で計画的なまちづくりを進めるため、市街化調整区域について、地

域の現状等に応じ、地域ごとの土地利用の方向性を示すための調査・検討を令

和 10（2028）年度にかけて行います。 

令和８（2026）年度は、現況調査や課題の整理・分析等を行います。 

 

勤労市民センター整備事業  

商工振興課（３３，８８６千円）１９０頁 

 老朽化した勤労市民センターについて、令和８（2026）年度から令和９（2027）

年度で大規模改修にかかる基本・実施設計を行います。 

 

新規就農者育成総合対策事業 拡大 

農水産課（４，９５０千円）１９３頁 

 新たに農業を開始する方に対し、就農直後の経営確立のための資金補助を増

額することで、農業人材の定着を図ります。 

 

市場施設再整備事業  

地方卸売市場総務課（９７，３３０千円）３７２頁 

経営戦略において策定した施設再整備計画に基づき、耐震性能が不足する施

設から優先的に更新整備を進めます。 

 令和８（2026）年度は、関連店舗棟建て替え工事のための修正設計を行いま

す。 

 

アンデルセン公園整備事業  

公園緑地課（２７８，６３６千円）２１５頁 

 開園から 30 年となるふなばしアンデルセン公園について、より多くの方

にアンデルセン童話の魅力を実感していただけるよう、市制施行 90 周年と

なる令和９（2027）年に向けて童話館のリニューアルに着手します。 

 

桜の保全調査業務 新規 

公園緑地課（１０，０００千円）２０９頁 

 本市の象徴的な景観である海老川ジョギングロードの桜並木を将来にわ

たって維持・継承するため、桜の保全調査を行います。 
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④快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち 
 

 

 

公共交通や商業、医療、教育などの都市機能の充実がもたらす生活の利便性と、

海や川、緑地など恵み豊かな自然がもたらす安らぎの両面を享受できる暮らし

は、本市の魅力のひとつです。 

このような都市と自然が調和した暮らしを次世代へ引き継いでいかなければ

なりません。 

 都市機能の維持や向上、良好な道路交通環境の整備などに努めるとともに、自

然環境の保全や創出、環境に配慮したライフスタイルや事業活動への転換など

を図り、「快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち」を目指します。 

 

都市計画道路整備事業  

道路計画課（６９，０５８千円）２２２頁 

道路建設課（１，３８６，８１２千円）２５１・２５６・２５７・３４１頁 

 慢性的な交通渋滞を緩和し、円滑な道路ネットワークを構築するため、船橋

市道路整備プログラムに基づき、都市計画道路３・３・７号線（旭町工区）で

事業認可取得に向けて設計を行います。また、現在事業中の都市計画道路３・

３・７号線（海神工区）など５路線で用地買収や道路改良等を行います。 

 

交差点整備事業  

道路建設課（２２０，４００千円）２４９頁 

市道００－０１３号線の高根台中学校前の交差点改良工事を行うほか、市道

００－００５号線の大穴北５丁目付近の交差点を改良するための設計等を行

います。 

 

生活道路安全対策事業 

道路建設課（３４，０００千円）２４０頁 

生活道路における歩行者の安全性向上を図るため、ゾーン 30 プラスを夏見

台地区に整備します。 

 

歩道環境整備事業  

道路建設課（２３３，２００千円）２４２頁 

歩行者の安全を確保するため、小栗原架道橋の東側への新たな歩道橋の設置

と、京成松戸線鎌ヶ谷大仏３号踏切道の拡幅を行います。また、歩行者の移動

円滑化を目的として、バリアフリー法における重点整備地区内の道路等にベン

チを設置します。 
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④快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち 
 

 

  

自転車走行環境整備事業 

道路建設課（４２，３００千円）２４６頁 

 自転車の利用を促進するとともに、歩行者や自転車利用者の安全を確保する

ため、道路上に矢羽根、ピクトグラムなどの路面表示を設置し、自転車走行環

境の整備を行います。 

 令和８（2026）年度は、市道００－０１７号線の北習志野駅周辺など 13 路

線で自転車走行環境を整備します。 

 

グリーンスローモビリティ導入事業  

道路計画課（２，２３３千円）２２５頁 

公共交通不便地域における持続可能な地域内交通手段確保のため、地域住民

が運行主体となって「グリーンスローモビリティ」を運行します。令和８（2026）

年度は、坪井地区でグリーンスローモビリティの運行に必要な支援を行い、地

域住民が安全かつ円滑に運行できる体制づくりを進めます。 

 

移動等円滑化関連事業 新規 

道路計画課（８，０９７千円）２２１頁 

本市における面的・一体的なバリアフリー化を推進するため、市内施設のバ

リアフリー化の現状や各種関係団体へのヒアリングの調査等を実施し、移動円

滑化基本構想の見直しや新たな移動等円滑化促進方針等の検討を行います。 

 

道路啓開計画の策定 新規 

道路計画課（５，５７７千円）２２２頁 

 大規模災害時における緊急車両の通行に必要な道路啓開の手順・ルート・作

業体制などを検討し、道路啓開計画を策定します。 

 

駐車場施設の調査検討 新規 

道路計画課（１７，５３４千円）２２４頁 

近年増加する荷さばき駐車場需要をはじめとした交通状況を把握し、路上駐

車を防止するための施策など、今後の駐車場施策のあり方を検討します。 
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④快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち 
 

 

  

公園の整備事業  

公園緑地課（３２８，４３８千円）２１０頁 

 市民が身近な生活の中で豊かな緑を感じられるよう、（仮称）芝山第３調整

池公園の基本設計、（仮称）三山６丁目４号公園及び（仮称）田喜野井１丁目

２号公園の実施設計を行います。また、（仮称）丸山３丁目４号公園の整備工

事を行います。 

 

緑地及び街路樹の点検  

公園緑地課（１４，８００千円）２０８頁 

道路維持課（３４，８００千円）２２６頁 

公園緑地で発生した倒木事案を受け、市内緑地及び街路樹の一斉点検を実施

していきます。 

 

路上喫煙及びポイ捨て防止事業 拡大 

クリーン推進課（３４，７９４千円）１８５頁 

 清潔、安全及び快適な生活環境を確保するため、美化清掃及び「路上喫煙及

びポイ捨て防止条例」の啓発を行います。令和８（2026）年度は、路上喫煙、

ポイ捨て等防止重点区域に JR 南船橋駅周辺を追加します。 

 

馬込霊園整備事業 

環境保全課（５８，４２１千円）１７５頁 

 船橋市墓地等基本方針を踏まえ、馬込霊園第５次整備計画に基づき、合葬墓

を整備します。令和８（2026）年度は、実施設計を行います。 

 

太陽光発電システム設置費補助事業  

環境政策課（７，２００千円）１７３頁 

 住宅における太陽光発電システム設備設置費用の助成について、申請の受付

件数を拡大します。 

 

マイボトル用給水機の設置 新規 

資源循環課（１６０千円）１７８頁 

 プラスチックごみ（ペットボトル）削減、脱炭素社会の実現や熱中症対策を

効果的に推進するため、マイボトル用給水機を設置します。 
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④快適で豊かに暮らせる、人と環境にやさしいまち 
 

 

  

生物多様性地域戦略の改定 

環境政策課（１４，１８４千円）１７２頁 

生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する基本的事項を定める「生物多

様性ふなばし戦略」については、市民の皆様の協力を得ながら実施した自然環

境調査の結果等をもとに改定します。 

 

環境学習・啓発推進事業 新規 

環境政策課（９３５千円）１７２頁 

 自然環境保全意識の醸成、生物の生息・生育状況の変化を把握するため、ス

マートフォンアプリを活用した市民参加型の生きものモニタリング調査を実

施します。 
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⑤命と暮らしを守る強靭なまち 
 

 

地震や風水害等の自然災害、大規模火災、犯罪の発生及び感染症の感染拡大な

ど、市民生活を脅かす非常事態は、いつ、どこでも起こりうるものです。 

このような危機意識を市民と共有するとともに、被害を防止・軽減するまちづ

くりを着実に推進していかなければなりません。 

平時から、市民と行政が一体となって、災害や犯罪に強い地域づくりや、緊急

時における効果的な情報の収集・伝達手段の強化に取り組むほか、危機管理体制

の強化や、自然災害の被害を軽減するための都市基盤整備などを推進し、「命と

暮らしを守る強靭なまち」を目指します。 

 

空家等適正管理促進事業 拡大 

市民安全推進課（１２，９４１千円）６０頁 

 市民の生活環境を保全するため、所有者の死亡後相続人がいない、または

所有者の所在が判明しない等の管理する権限を有する者が明らかでない空家

等について、民法に基づく財産管理制度をより一層活用し、解消を図りま

す。 

 

避難所運営委員会補助金交付事業 新規 

危機管理課（６００千円）３９頁 

 避難所運営委員会の活動を促進するため、平時における委員会の活動経費

の一部を助成します。 

 

マンホールトイレの整備 拡大 

危機管理課（３７，２５５千円）３８頁 

災害発生時の避難所におけるトイレ不足の解消とともに、避難者の衛生対

策や健康保持のため、葛飾・高根台第二・薬円台南・三咲小学校にマンホー

ルトイレを５基ずつ整備します。 

 

防災行政無線再配備事業 拡大 

危機管理課（２６４，４６９千円）３９頁 

防災行政無線について、電波の規格変更への対応や老朽化した鋼管柱の更

新をするとともに、高性能スピーカーへの更新等により聴取困難地域の解消

を図るための再配備工事を行います。 
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⑤命と暮らしを守る強靭なまち 

 

 

 

 

既存建築物耐震診断・改修等助成事業 拡大 

建築指導課（６２，１２３千円）２６８頁 

民間住宅の耐震化を図るため、平成 12（2000）年５月 31 日以前に建築工

事に着手した民間の木造住宅の所有者が行う耐震診断及び耐震改修に要する

費用の一部を助成します。また、昭和 56（1981）年５月 31 日以前に建築工

事に着手した耐震性の不足する民間の木造住宅の所有者が行う除却工事に要

する費用の一部を助成します。 

令和８（2026）年度は、木造住宅の耐震診断及び除却に対する助成上限額を

引き上げます。 

 

新船橋橋架け替え及び耐震補強事業 

道路建設課（１７０，３０７千円）２３９頁 

 新船橋橋において、架け替えを実施した下り線を供用開始するとともに、耐

震性能が不足し、老朽化している上り線の耐震補強等を行います。 

 

準用河川整備事業  

下水道河川整備課（２７２，９０４千円）２６０頁 

準用河川駒込川について、浸水被害の軽減や自然環境に配慮した多自然川 

づくりを引き続き進めます。 

 

日の出水路護岸整備事業  

道路維持課（１８１，１００千円）２２９頁 

日の出水路の市有護岸を整備するため、崩落箇所を含む護岸の改修を引き続

き行います。 

 

盛土等災害防止事業  

宅地課（１６，７０９千円）２７０頁 

 盛土等災害防止のため、「宅地造成及び特定盛土等規制法」に基づき、既存

盛土等の分布調査で確認した盛土等について、安全性の評価を行います。 

 

消防局庁舎建替事業 

消防局財務課（１，００８，５７６千円）２８１頁 

老朽化した消防局庁舎について、国家公務員宿舎船橋行田住宅跡地に移転建

て替えします。 

令和８（2026）年度は、新消防局庁舎建設工事を行います。 
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⑤命と暮らしを守る強靭なまち 
 

 

 

東消防署薬円台出張所建替事業  

消防局総務課（１９３，８７２千円）２８２頁 

東消防署薬円台出張所は、築 60 年以上が経過しており、建物の老朽化が著

しく、また手狭な職場環境であることから、二宮出張所隣接地に移転建て替え

します。 

令和８（2026）年度は、用地取得及び基本設計を行います。 

 


